
防災基本計画の主な修正事項に係る県計画修正案 

 

①盛り土による災害の防止に向けた対応 

防災基本計画修正事項 県計画修正案 

（新設） 

○国〔国土交通省、農林水産省、林野庁〕は、盛土

による災害防止に向けた総点検を踏まえ、都道府

県等が行う人家・公共施設等に被害を及ぼすおそ

れのある盛土に対する安全性把握のための詳細調

査、及び崩落の危険が確認された盛土に対する撤

去、擁壁設置等の対策を支援するものとする。 

 

（新設） 

○国〔環境省〕は、盛土による災害防止に向けた総

点検を踏まえ、都道府県等が行う人家・公共施設等

に被害を及ぼすおそれがある盛土のうち、産業廃

棄物の不法投棄等の可能性がある盛土に関する詳

細調査、及び崩落の危険があり、かつ産業廃棄物の

不法投棄等が確認された盛土に対する支障除去等

の対策を支援するものとする。 

 

（新設） 

○地方公共団体は、盛土による災害防止に向けた

総点検等を踏まえ、危険が確認された盛土につい

て、各法令に基づき、速やかに撤去命令等の是正指

導を行うものとする。また、都道府県は、当該盛土

について、対策が完了するまでの間に、市町村にお

いて地域防災計画や避難情報の発令基準等の見直

しが必要になった場合には、適切な助言や支援を

行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

○県は、盛土による災害防止に向けた総点検等を

踏まえ、是正措置を講じる必要性が確認された盛

土について、各法令に基づき、速やかに撤去等の是

正指導等を行うものとする。また、当該盛土につい

て、対策が完了するまでの間に、市町村において地

域防災計画や避難情報の発令基準等の見直しが必

要になった場合には、適切な助言や支援を行う。 

該当箇所 

■第２章 第 12節「まちの防災構造の強化計画」 
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②安否不明者の氏名等公表による救助活動の効率化・円滑化 

防災基本計画修正事項 県計画修正案 

（新設） 

○都道府県は、発災時に安否不明者（行方不明者と

なる疑いのある者）の氏名等の公表や安否情報の

収集・精査等を行う場合に備え、市町村等と連携の

上、あらかじめ一連の手続等について整理し、明確

にしておくよう努めるものとする。 

 

 

 

（新設） 

○市町村は、要救助者の迅速な把握のため、安否不

明者についても、関係機関の協力を得て、積極的に

情報収集を行うものとする。 

 

 

 

（新設） 

〇都道府県は、要救助者の迅速な把握による救助

活動の効率化・円滑化のために必要と認めるとき

は、市町村等と連携の上、安否不明者の氏名等を公

表し、その安否情報を収集・精査することにより、

速やかな安否不明者の絞り込みに努めるものとす

る。 

 

（新設） 

〇県は、発災時に安否不明者（行方不明者となる疑 

いのある者）の氏名等の公表や安否情報の収集・精 

査等を行う場合に備え、市町村等と連携の上、あら 

かじめ一連の手続等について整理し、明確にして 

おくものとする。 

該当箇所 

■第２章 第 17節「防災体制の整備計画」 

 

（新設） 

〇市町村は、要救助者の迅速な把握のため、安否

不明者についても、関係機関の協力を得て、積極

的に情報収集を行うものとする。 

該当箇所 

■第３章 第７節「災害情報の収集・伝達計画」 

 

（新設） 

〇県は、要救助者の迅速な把握による救助活動の

効率化・円滑化のために必要と認めるときは、市

町村等と連携の上、安否不明者の氏名等を公表

し、その安否情報を収集・精査することにより、

速やかな安否不明者の絞り込みに努めるものとす

る。 

該当箇所 

■第３章 第７節「災害情報の収集・伝達計画」 

 

  



③適切な避難行動の促進や避難情報の適切な発令 

防災基本計画修正事項 県計画修正案 

（下線部修正） 

○指定行政機関〔国土交通省、気象庁等〕、指定地

方行政機関及び都道府県は、市町村から求めがあ

った場合には、避難指示等の対象地域、判断時期等

について助言するものとする。また、都道府県は、

時機を失することなく避難指示等が発令されるよ

う、市町村に積極的に助言するものとする。さら

に、市町村は、避難指示等の発令に当たり、必要に

応じて気象防災アドバイザー等の専門家の技術的

な助言等を活用し、適切に判断を行うものとする。 

（下線部修正） 

○市町村長は、積極的な災害情報の収集に努め、気

象情報や河川水位情報、土砂災害警戒情報等を基

に、予め作成した発令基準にのっとって、避難指示

等を発令する。その際、避難時間等を考慮した早め

の発令を心がけ、躊躇なく発令し、速やかに居住者

等に伝えなければならない。また、台風による大雨

発生など事前に予測可能な場合は、大雨発生が予

測されてから災害のおそれがなくなるまで、住民

に対して分かりやすく適切に状況を伝達するよう

努める。さらに、市町村は、避難指示等の発令に当

たり、必要に応じて気象防災アドバイザー等の専

門家の技術的な助言等を活用し、適切に判断を行

うものとする。 

県は、時機を失することなく避難指示等が発令

されるよう、市町村に積極的に助言する。また、県

は市町村長による洪水時における避難指示等の発

令に資するよう、市町村長へ河川の状況や今後の

見通し等を直接伝えるよう努めるものとする。 

該当箇所 

■第３章 第１節「避難行動計画」 

 

 

  



④その他最近の施策の進展等を踏まえた修正 

防災基本計画修正事項 県計画修正案 

（新設） 

○被災地方公共団体は、避難所における食物アレ

ルギーを有する者のニーズの把握やアセスメント

の実施、食物アレルギーに配慮した食料の確保等

に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（下線部修正） 

○市町村は、指定避難所において貯水槽、井戸、仮

設トイレ、マンホールトイレ、マット、非常用電

源、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋

式トイレなど、要配慮者にも配慮した施設・設備の

整備に努めるとともに、避難者による災害情報の

入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図

るものとする。また、停電時においても、施設・設

備の機能が確保されるよう、再生可能エネルギー

の活用を含めた非常用発電設備等の整備に努める

ものとする。 

 

 

（下線部追記） 

○市町村の役割 

（略） 

また、災害発生時は避難所における食物アレルギ

ーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実

施、食物アレルギーに配慮した食料の確保等に努

めるものとする。 

○県の役割 

（略） 

また、災害発生時は市町村を通じて、避難所におけ

る食物アレルギーを有する者のニーズに留意し、

食物アレルギーに配慮した食料の確保等に努める

ものとする。 

該当箇所 

■第２章 第 27節「食料、生活必需品の確保計画」 

 

（下線部修正） 

〇設備の充実による避難施設としての機能強化 

（１）非常用電源（外部給電可能な電動車、再生可

能エネルギーの活用を含む）、自家発電機 

該当箇所 

■第２章 第２節「避難生活計画」 

 

 

 

  



防災基本計画修正事項 県計画修正案 

（下線部修正） 

○国、公共機関、地方公共団体及び災害拠点病院等

災害応急対策に係る機関は、保有する施設・設備に

ついて、再生可能エネルギー等の代替エネルギー

システムや電動車の活用を含め自家発電設備、LP

ガス災害用バルク、燃料貯蔵設備等の整備を図り、

十分な期間（最低３日間）の発電が可能となるよう

な燃料の備蓄等を行い、平常時から点検、訓練等に

努めるものとする。また、物資の供給が相当困難な

場合を想定した食料、飲料水、燃料等の適切な備

蓄・調達・輸送体制の整備や通信途絶時に備えた衛

星通信等の非常用通信手段の確保を図るものとす

る。 

 

（下線部修正） 

〇県、市、公共機関及び災害拠点病院等災害応急対

策に係る機関は、保有する施設・設備について、再

生可能エネルギー等の代替エネルギーシステムや

外部給電可能な電動車の活用を含め自家発電設

備、LPガス災害用バルク、燃料貯蔵設備等の整備

を図り、十分な期間（最低３日間）の発電が可能と

なるよう燃料の備蓄等を行い、平常時から点検、訓

練等に努めるものとする。 

該当箇所 

■第２章 第 17節「防災体制の整備計画」 

 


